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代表執行役副社⾧

加藤 進康
【生年月日：1965年2月17日】

か と う の ぶ や す

略 歴

郵政省入省4月1987年

株式会社かんぽ生命保険経営企画部⾧10月2007年

同社人事部⾧4月2011年

同社執行役 支払管理部⾧兼支払サービス室⾧4月2013年

同社執行役 保険金部⾧9月2015年

同社常務執行役（～2021年6月）6月2016年

日本郵政株式会社常務執行役（～2020年6月）6月2017年

日本郵政株式会社常務執行役
日本郵便株式会社常務執行役員

6月2021年

日本郵政株式会社代表執行役専務6月2023年

日本郵政株式会社代表執行役副社⾧（現職）4月2024年
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 東証プライム市場上場

 日本郵便・ゆうちょ銀行・かんぽ生命保険等を傘下に持ち、国民生活に

不可欠なユニバーサルサービスを提供する会社グループ

① 日 本 郵 政 グ ル ー プ
の 概 要

 来年度からスタートする新しい中期経営計画の前段として、11月に

「次期中期経営計画の主要施策（骨子）」を公表

 ポイントは、①総合物流企業への転換、②将来的に業界トップ10となる

総合不動産デベロッパーを目指す

② 成 ⾧ 戦 略

 今年度は１株当たり年間配当50円予定・2500億円の自己株式取得を実施中、

総還元性向は100%超を見込む

 次期中期経営計画においても株主還元の充実を目指す

③ 資 本 政 策
・ 株 主 還 元
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1871年に郵便事業が創業され、2021年に郵政創業150年
2015年に東京証券取引所市場第一部（現・プライム市場）に上場

 1916年（大正5年）

簡易生命保険事業創業

 1949年（昭和24年）

郵政省発足

 2012年（平成24年）

日本郵政グループ再編

 2015年（平成27年）
東京証券取引所市場
第一部上場

日本郵政株式会社、郵便事業
株式会社、郵便局株式会社、
株式会社ゆうちょ銀行及び
株式会社かんぽ生命保険の
５社体制でスタート

 1871年（明治4年）

郵便事業創業

 1875年（明治8年）

郵便為替・

郵便貯金事業創業

 1885年（明治18年）

逓信省発足

 2001年（平成13年）

郵政事業庁発足

 2003年（平成15年）

日本郵政公社発足

 2007年（平成19年）

日本郵政グループ発足
（民営・分社化）

旧郵政省外観

前島密

郵便現業絵巻 第九図
郵便受取所、郵便貯金預所の情景

 2017年（平成29年）
日本郵政株式第２次売出

 2021年(令和3年）

JP ビジョン2025策定
日本郵政株式第３次売出

郵政創業150年

 2024年（令和6年）

JP ビジョン2025＋策定

郵便局株式会社が商号を
日本郵便株式会社に変更し、
郵便事業株式会社と合併

ＪＰタワー大阪
（2024年3月竣工）

ＪＰタワー
（2012年5月竣工）

ＪＰタワー名古屋
（2015年11月竣工）

蔵前ＪＰテラス
（2023年3月竣工）
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郵便・物流

国際物流

保有割合※ 49.9％ 保有割合※ 49.8％保有割合※ 100％

不動産 業務委託

郵便局窓口

銀行窓口業務 保険窓口業務郵便窓口業務

※ 保有割合（議決権）は自己株式を除外して算出した2025年9月末時点の数値

政 府

保有割合※ 37.2％

銀行

日本郵政株式会社（持株会社）商 号

東証プライム市場・６１７８市場区分・
証券コード

取締役兼代表執行役社⾧ 根岸 一行代 表 者 名

お客さまと社員の幸せを目指します。
社会と地域の発展に貢献します。

日本郵政グループの体制

生命保険
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ESG指数への組入※2

圧倒的な顧客基盤日本全国の郵便局ネットワーク

強み１ 強み２

地域に根差した郵便局

⾧期発行体(JCR)格付※1

AA＋

強み３

郵便配達箇所数

約 3,100万 か所/日

通常貯金口座数

約 １億2,000万 口座

かんぽ生命保険お客さま数※

約 1,692万 人

※契約者さま及び被保険者さまを合わせた人数です
(個人保険及び個人年金保険を含み、㈱かんぽ生命
保険が受再している簡易生命保険契約を含みます)。

自己資本

約 10.1兆 円

グループ保有不動産

約 2.9兆 円

都道府県との包括連携協定締結率

95.7%
地域における協力に関する
協定締結率（市区町村）

99.8 %

防災協定締結率
（市区町村）

94.2 %

※ 地域における協力に関する協定とは、地域見守り活動、
道路損傷の情報提供又は不法投棄の情報提供に係る協定です。

郵便局の数

約 24,000 局

※1 格付会社：株式会社日本格付研究所（JCR)、2025年10月28日時点
※2 FTSE4Good Index Series、FTSE Blossom Japan Indexへの選定

郵便ポストの数

約 17.3万 本

二輪バイクの数

約 80,000 台

経営基盤・社外からの評価

強み４
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メガトレンド 変化による当社グループへの影響と将来の戦略

▸ 総合物流企業への転換
▸ 郵便事業の持続性確保

郵便物数減に
伴う収益低下

▸ サービス提供方法の多様化

▸ 郵便局の金融商品の多様化、魅力向上

金融サービスに係る
ニーズの変化

▸ 地方公共団体事務に加え、地域のエッセンシャル
サービス（移動、買物、医療等）への新規参入

地域インフラを
維持できない

リスクの顕在化

▸ IT投資、DXによる省力化の推進、既存サービス
提供方法の見直しが必要

社員採用の困難化
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不 動 産 事 業

コンプライアンス、ガバナンスの強化

総合物流
プラットフォーム

生活サポート
プラットフォーム

総合金融
プラットフォーム

外部のパートナーとの提携・協力

共
創
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
深
化

連動

現 在

郵便局
窓口NW

郵便･物流
NW

不動産事業

国際物流

国内物流

配送

グループ横断の
一体的なサービスを創出

toBを中心に強化

銀行業

生命保険業

その他のサービス
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❶ toB・toCの物流を一体で運営できる総合物流企業へ

❷ ラストワンマイル機能の強化・効率化

❸ 不動産事業における事業領域の拡大

❹ 郵便局を地域の生活サポート拠点へ

❺ 多様なニーズに応える総合金融プラットフォーマーへ
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機能補完（水平統合、地域拡大）

物流
工程

物流
機能

M&A

提携
の狙い

海外（国際物流） 国際輸送（日本発着） 国 内

CL（ロジスティクス） ［toB］
 国内生産
拠点 等

 LM
 (ラストワン

 マイル)

 ［toB］
 小売、卸 等

 ［toB］
 店舗 等 海外

拠点 等
 FWD

 （フォワーディング）
CL

(ロジスティクス)

EXP
（エクスプレス/

輸送）  ［toC］
 個人

 出荷 倉庫作業

総合物流企業としての競争力（プレゼンス）の確保を目指す

水平統合
地域拡大

中大口配送 (トラック輸送)

国際物流
コントラクトロジ事業
フォワーディング事業

国内物流
コントラクトロジ事業

（3PL・倉庫）

祖業

宅配
（ラストワンマイル）

他物流企業
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物流工程 ラストワンマイルエクスプレス・輸送コントラクトフォワーディングコントラクト

グループ
物流機能

国内国内企業間物流国際物流

売上5,117億円 売上644億円 6,424億円(荷物分野)

(売上1,567億円)

(西日本中心)

(関東・北陸・中部中心)

売上規模

売上1,567億

※ 2024年度実績



Copyright© JAPAN POST HOLDINGS All Rights Reserved. 13

案件ストラクチャー

日立製作所

19.9%※ （1,423億円）

ロジスティードHDの株式を19.9%取得
（持分法が適用される関連会社には該当しない）

＜本取引後＞

ロジスティード株式会社の概要

※  経済持分ベース。出資当初の議決権所有割合は14.9%であり、残り5%分は将来的に普
通株式に転換可能。なお、当該数値は発行済A種ストックオプションによる希薄化考慮前

顧客

• 日系企業の海外
進出促進へ寄与

• 顧客提供価値を
引き上げ、利便性
向上に貢献

業界

• 日本郵便は日本を
代表する総合物流
企業を目指し、物
流業界の構造改革
をリード

社会

• 効率的かつ持続的
な物流ネットワー
クの構築は、政府
が進める施策とも
合致

ステークホルダーへの影響

相互補完関係

ロジスティード株式会社商号

代表取締役 会⾧兼社⾧執行役員(CEO) 中谷康夫代表者

ロジスティードホールディングス株式会社 100％株主

910,742百万円（2025年3月期）売上収益

37,033百万円（2025年3月期）営業利益
※ 数値については、年度における決算数値を記載しており、新たに取得した子会社の決
算数値は取得年度以前の決算数値には反映されておりません。

• APACNo.1の3PL実績

• 国内外の強固な顧客基盤

• グローバルな物流拠点網

• 業界トップのオペレーショナ
ル・エクセレンス

• 国内3強の一角の
ラストワンマイル

• 豊富な資金力と物流拠点
• Tollの保有する非日系顧
客基盤

• APAC物流拠点網
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JPタワー（ＫＩＴＴＥ）
：千代田区所 在 地
：2012/5竣 工
：212,000㎡延 床 面 積

JPタワー名古屋（ＫＩＴＴＥ名古屋）
：名古屋市所 在 地
：2015/11竣 工
：180,000㎡延 床 面 積

広島JPビルディング
：広島市所 在 地
：2022/8竣 工
：44,200㎡延 床 面 積

麻布台ヒルズ森JPタワー
：港区所 在 地
：2023/6竣 工
：461,770㎡延 床 面 積

2021年３月期以前 2022年3月期（JP ビジョン 2025策定）以降

札幌三井JPビルディング
：札幌市所 在 地
：2014/8竣 工
：68,190㎡延 床 面 積

大宮JPビルディング
：さいたま市所 在 地
：2014/8竣 工
：45,700㎡延床 面積

ＫＩＴＴＥ博多
：福岡市所 在 地
：2016/3竣 工
：64,300㎡延 床 面 積

蔵前JPテラス
：台東区所 在 地
：2023/3竣 工
：99,700㎡延 床 面 積

五反田JPビルディング
：品川区所 在 地
：2023/12竣 工
：69,000㎡延 床 面 積

JPタワー大阪（ＫＩＴＴＥ大阪）
：大阪市所 在 地
：2024/3竣 工
：227,000㎡延 床 面 積
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ザ・ランドマーク名古屋栄（グループ外不動産）

主な開発中（着工済み）不動産

MJR鹿児島中央駅前ザ・レジデンス
（旧九州支社鹿児島事務所）
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4,922 5,291
5,894

8,770 8,862

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

賃貸等不動産 期末簿価の状況

集配拠点の再編と連動した
さらなる不動産開発を推進

時価ベースでは約1.5兆円
（2024年度末）

広島ＪＰビルディング

蔵前ＪＰテラス

麻布台ヒルズ森ＪＰタワー

五反田ＪＰビルディング

ＪＰタワー大阪
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フィー
ビジネス

フロー
ビジネス

ストック
ビジネス

現中計期間（2021～2025）
▾

賃貸事業による収益基盤の構築

次期中計期間（2026～2028）
▾

事業領域の拡大を図るための礎の構築

次期中計期間以降
▾

ストックとフローを両輪とする
総合デベロッパーへの転換

 保有不動産の開発による賃貸事業

 グループ外からの収益物件取得

 保有不動産の開発
による分譲事業

段
階
的
に
事
業
領
域
を
拡
大
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がん保険取扱局数

アフラック・インコーポレーテッドへの持分法適用

アフラック・インコーポレーテッドとの協業の経緯

業務提携開始
郵便局でがん保険

取扱い開始

包括業務提携
がん保険販売の拡大等

資本提携
アフラック社株式を

約7%取得(約3,000億円)

持分法適用
関連会社化※

2008年度 2013年度 2018年度 2024年度2015年度2014年度

かんぽ生命での
がん保険取扱い開始
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▌株主還元方針（「JP ビジョン2025＋」期間中（2025年度まで））

配当方針

自己株式取得

引き続き1株当たり50円の年間配当（中間・期末）を安定的に実施

相当規模の自己株式の取得を継続して実施することで、更なる株主還元の充実と
資本効率の向上を図る

5,016 4,310 

2,686 
3,705 

3,200 

0

2,000

4,000

6,000

0

50

100

150

200

1,831 1,730 1,630 1,517 

3,500 
2,000 3,000 3,500 

2,500 

0

2,000

4,000

6,000

2021 2022 2023 2024 2025

▌株主還元

親会社株主に帰属する
当期純利益（億円）

1株当たり配当（円）

自己株式取得
配当総額

2021年度

44%程度41.9%62.3%41.4%37.9%配当性向

122%程度135.4%172.3%86.5%106.3%総還元性向

※2

※1 2022年4月に取得した45億円を含む。
※2 2025年度の配当総額・配当性向・総還元性向は、2,500億円の自己株式取得を実施した場合の支払配当の減少を反映。

※1

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

50 50 50 50 50

約1,400（億円）
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企
業
価
値
の
向
上

安定的かつ
継続的な

株主還元の推進

成⾧に向けた
重点施策への
取組及び投資

株主資本コストを
上回る

ROEの早期実現
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 当社ホームページでは、個人投資家のみなさま向けのコンテンツを掲載しています。

 本日ご説明した資料も後日掲載いたしますので、ぜひご覧ください。

https://www.japanpost.jp/ir こちらのQRコードからも
アクセスいただけます。

■日本郵政 IR サイト
株主・投資家のみなさまへ
（トップページ）

■IRメール配信
メールアドレスをご登録いただいた方に、
最新の適時開示情報等、当社のIRに関する
情報無料で配信しております 。

https://www.japanpost.jp/ir/mail/ こちらのQRコードからも
アクセスいただけます。

■中期経営計画
本日ご説明した「次期中期経営計画の
主要施策（骨子）」の全文はこちらに
掲載しております。

https://www.japanpost.jp/ir/strategy/index03.html こちらのQRコードからも
アクセスいただけます。

22
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